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新たな地域雇用創出の推進に係る現状と課題等 
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地域の雇用失業情勢 
平成２４年 雇用政策研究会 第７回資料                 

○ 地域の雇用失業情勢は、景気後退時には格差が縮小する一方で、景気拡大時には格差が増大する傾向にある。 
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（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」 
   （注）１．上位４都県、下位６県とは、平成１７年４月～２３年１２月平均の上位４都県、下位６県。 
      ２．グラフは四半期の数値。 
      ３．全国、県名の横の数値は、２３年１０月～１２月期の有効求人倍率（季節調整値）。 

青森県：０．４９ 

鹿児島県：０．６０ 高知県：０．６０ 

秋田県：０．６０ 北海道：０．５１ 

愛知県：０．９８ 

福井県：１．１１ 

全国：０．６９ 

沖縄県：０．３２ 

群馬県：０．８２ 

東京都：０．８９ 
（倍） 

1 



都道府県別有効求人倍率の状況 

○ 有効求人倍率を都道府県別にみると、全国的に直近の最低であった平成21年7月に比べ平成24年1月は上昇している。 
   特に、福井県などの北陸地方での伸びが大きい。 

平成２４年 雇用政策研究会 第７回資料                 

0.00  

0.20  

0.40  

0.60  

0.80  

1.00  

1.20  

北
海
道

 

青
森
県

 

岩
手
県

 

宮
城
県

 

秋
田
県

 

山
形
県

 

福
島
県

 

茨
城
県

 

栃
木
県

 

群
馬
県

 

埼
玉
県

 

千
葉
県

 

東
京
都

 

神
奈
川
県

 

新
潟
県

 

富
山
県

 

石
川
県

 

福
井
県

 

山
梨
県

 

長
野
県

 

岐
阜
県

 

静
岡
県

 

愛
知
県

 

三
重
県

 

滋
賀
県

 

京
都
府

 

大
阪
府

 

兵
庫
県

 

奈
良
県

 

和
歌
山
県

 

鳥
取
県

 

島
根
県

 

岡
山
県

 

広
島
県

 

山
口
県

 

徳
島
県

 

香
川
県

 

愛
媛
県

 

高
知
県

 

福
岡
県

 

佐
賀
県

 

長
崎
県

 

熊
本
県

 

大
分
県

 

宮
崎
県

 

鹿
児
島
県

 

沖
縄
県

 

21年7月 24年1月 

（資料出所） 厚生労働省「職業安定業務統計」 
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都道府県別の新規求人倍率順位 
平成２４年 雇用政策研究会 第７回資料                 

○ 都道府県ごとの平成２３年１１月～平成２４年１月の新規求人倍率（平均）と、直近最低であった平成２１年５～７月の新規
求人倍率（平均）とを比較。 

 

○ 新規求人倍率は全国的に改善しているが、上位１０都県の顔ぶれは、直近最低の２年半前とほぼ変化がない。 
 この傾向は、下位１０道県についても同様と言える。 
   ※ 宮城県は、東日本大震災の復興需要による上昇と考えられる。 

現在 都道府県名 

１ 福井県 （ ８） 

２ 宮城県 （２５） 

３ 香川県 （ ３） 

４ 愛知県 （１３） 

５ 東京都 （ ４） 

６ 広島県 （ ６） 

７ 岡山県 （ ５） 

８ 徳島県 （ ２） 

９ 島根県 （ １） 

１０ 石川県 （１７） 

現在 都道府県名 

３８ 高知県  （３１） 

３９ 滋賀県  （２９） 

４０ 山梨県  （２６） 

４１ 宮崎県  （３７） 

４２ 鹿児島県  （４２） 

４３ 埼玉県  （４３） 

４４ 神奈川県  （４１） 

４５ 北海道  （４５） 

４６ 青森県  （４７） 

４７ 沖縄県  （４６） 

（上位１０都道府県） （下位１０都道府県） 

（資料出所） 厚生労働省「職業安定業務統計」  （括弧内は、平成２１年５～７月の新規求人倍率（平均）の都道府県順位） 3 



都道府県の雇用創出の取組み 
平成２４年 雇用政策研究会 第７回資料                 

○ 都道府県の行う雇用創出の取組みの結果を見ると、「知事のマニュフェスト・公約に雇用創出が挙げられている」と「雇用創
出のビジョン・計画をとりまとめたり、総合計画に雇用創出のための取組みを掲げている」が最も多く、続いて「企業誘致のため
のトップセールスを行った」が続いている。 

（資料出所）「地方自治体における雇用創出への取組みと課題」 JILPT 調査シリーズNo.101 2012年3月 
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雇用創出のビジョン・計画をとりまとめたり、総合計画に雇用創出のための取組みを掲げている 

企業誘致のためのトップセールスを行った 

雇用創出のための施策（業務の委託などを含む）を実施した 

雇用創出のビジョンや計画に数値目標を掲げている 

雇用創出のための施策を新たに実施した 

従来からの雇用創出のための施策を強化した 

同じ県内の自治体と連携して雇用創出に取り組んだ 

雇用創出のための予算を新たに組んだ 

従来からの雇用創出のための予算を増やした 

地域の企業、NPO、住民などの利害関係者も参加して雇用創出に取り組んだ 

雇用創出に関する情報収集（他の自治体の取組み事例など）の調査を行った 

雇用創出や雇用問題担当の部署（担当者）を拡充した 

雇用創出に関する研究会、協議会等をつくった 

地域再生計画など、国の施策に申請・採択された 

雇用創出や雇用問題担当の部署（担当者）を拡充した新たに設けた 

地域雇用創出について都道府県と対応について協議した 

その他 

特にない 

Ｎ＝28 
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市区町村の雇用創出の取組み 
平成２４年 雇用政策研究会 第７回資料                 

○ 市区町村の行う雇用創出の取組みの結果を見ると、「雇用創出のビジョン・計画をとりまとめたり、総合計画に雇用創出のた 
 めの取組みを掲げている」が最も多く、以下、「雇用創出のための施策（業務の委託などを含む）を実施した」、「雇用創出のた 
 めの施策を新たに実施した」が続いている。 
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雇用創出や雇用問題担当の部署（担当者）を拡充した新たに設けた 

その他 

地域の企業、NPO、住民などの利害関係者も参加して雇用創出に取り組んだ 

雇用創出に関する情報収集（他の自治体の取組み事例など）の調査を行った 

地域雇用創出について都道府県と対応について協議した 

地域再生計画など、国の施策に申請・採択された 

雇用創出のビジョンや計画に数値目標を掲げている 

同じ県内の自治体と連携して雇用創出に取り組んだ 

雇用創出に関する研究会、協議会等をつくった 

従来からの雇用創出のための施策を強化した 

従来からの雇用創出のための予算を増やした 

雇用創出のための予算を新たに組んだ 

企業誘致のためのトップセールスを行った 

市町村長のマニュフェスト・公約に雇用創出が挙げられている 

雇用創出のための施策を新たに実施した 

雇用創出のための施策（業務の委託などを含む）を実施した 

雇用創出のビジョン・計画をとりまとめたり、総合計画に雇用創出のための取組みを掲げている 

Ｎ＝616 
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都道府県における雇用創出を目指す戦略的産業 
平成２４年 雇用政策研究会 第７回資料                 

○ 都道府県が雇用創出を目指す戦略的産業については、「特定の業種にこだわらない」が最も多く、以下、「製造業」、「農林漁 
 業」などとなっている。さらに、製造業を戦略的産業とする場合の具体的な業種については、「食料品製造業」、 「電子部品・デ
バイス・電子回路製造業」が最も多く、以下、「輸送用機械器具製造業」などとなっている。 

（資料出所）「地方自治体における雇用創出への取組みと課題」 JILPT 調査シリーズNo.101 2012年3月 
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○都道府県の戦略的産業の製造業（５つまでの複数回答） 
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市区町村における雇用創出を目指す戦略的産業 
平成２４年 雇用政策研究会 第７回資料                 

○ 市区町村が雇用創出を目指す戦略的産業については、「特定の業種にこだわらない」が最も多く、以下、「製造業」、「農林漁
業」などとなっている。さらに、製造業を戦略的産業とする場合の具体的な業種については、「食料品製造業」が最も多く、以
下、「電子部品・デバイス・電子回路製造業」などとなっている。 

（資料出所）「地方自治体における雇用創出への取組みと課題」 JILPT 調査シリーズNo.101 2012年3月 

○市区町村の戦略的産業の製造業（５つまでの複数回答） 
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雇用創出に取り組むための課題 
平成２４年 雇用政策研究会 第７回資料                 

○ 都道府県、市区町村ともに雇用創出に取り組むに当たって直面する課題は、「雇用創出に取り組むための財源がない」が最 
も多く、以下、都道府県では「雇用創出を担当する職員が不足している」などとなっており、市区町村では、以下、「雇用創出の 
ノウハウが不足している」などとなっている。 

（資料出所）「地方自治体における雇用創出への取組みと課題」 JILPT 調査シリーズNo.101 2012年3月 

○市区町村が雇用創出に取り組む上での課題 

○都道府県が雇用創出に取り組む上での課題 
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（複数回答、Ｎ＝26） 

（複数回答、Ｎ＝616） 
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国に期待すること 
平成２４年 雇用政策研究会 第７回資料                 

○ 都道府県、市区町村ともに雇用創出に取り組むに当たり国に期待することとしては、「雇用創出のための補助金や助成金の 
整備・充実」が最も多く、以下、都道府県では「雇用創出に関する成功事例についての情報提供」などとなっており、市区町村
では、以下、「地域の置かれた環境別の雇用創出の情報提供」などとなっている。 

（資料出所）「地方自治体における雇用創出への取組みと課題」 JILPT 調査シリーズNo.101 2012年3月 

○雇用創出に取り組むにあたり市区町村が国に期待すること 
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補

助
金
や
助
成
金
の
整

備
・充
実 

雇
用
創
出
に
関
す
る
成

功
事
例
に
つ
い
て
の
情

報
提
供 

地
域
の
置
か
れ
た
環
境

別
の
雇
用
創
出
の
情
報

提
供 

雇
用
創
出
に
取
り
組
む

人
材
の
派
遣
、
人
材
の

交
流
（地
域
再
生
マ

ネ
ー
ジ
ャ
ー
な
ど
） 

雇
用
創
出
に
関
す
る
職

員
研
修
の
実
施 

そ
の
他 

特
に
な
い 

82.8 

40.1 37.2 
22.1 16.6 

4.9 2.9 2.3 
0.0 

10.0 
20.0 
30.0 
40.0 
50.0 
60.0 
70.0 
80.0 
90.0 

雇
用
創
出
の
た
め
の

補
助
金
や
助
成
金
の

整
備
・充
実 

地
域
の
置
か
れ
た
環

境
別
の
雇
用
創
出
の

情
報
提
供 

雇
用
創
出
に
関
す
る

成
功
事
例
に
つ
い
て
の

情
報
提
供 

雇
用
創
出
に
取
り
組

む
人
材
の
派
遣
、
人

材
の
交
流
（地
域
再

生
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
な

ど
） 

雇
用
創
出
に
関
す
る

職
員
研
修
の
実
施 

そ
の
他 

特
に
な
い 

無
回
答 

（複数回答 Ｎ＝26） 

（複数回答 Ｎ＝616） 
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